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（前号より続く）
Ⅳ．甘粛省景泰県における農村家計
　本調査は実質１週間という短期間であったため，訪問農家数は11戸にとどまった。その各農
家のプロフィールをまとめたものが，次頁の第４表である。11戸の農家には，いずれも農業を
営んでいるなどの共通する特徴も観察されるが，収入の多少や子弟への教育投資などの面でそ
れぞれ個別の特徴を有している。
　これら個別農家の訪問調査から得られた結果の検証に移る前に，各農家が属するそれぞれの
村の特徴を以下でまとめておきたい。村ごとに底通する共通の社会経済的環境が，BOP層の
生活の質に大きく影響を与えているからである。具体的に言えば，景泰県市街からの距離（日
帰りの出稼ぎが可能かどうか），気候（どのような農産物の生産が可能か），インフラの充実度
（電気，水道，舗装道路などの普及度）などが，村人の生活レベルに深く関わっていることが
現地調査で明らかにされた。我々が訪れた村は４箇所である。村ごとの特徴を以下に示す。
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Ⅳ－1．八道泉村
　全村228世帯で，人口は1,143人。景泰県では中規模の村である。景泰県市街地まで僅か
７kmの距離にあり，市内への通い出稼ぎが通例化している（後述）。
　村の主産業は農業である。生産額が多い順に，トマト，クミン（香辛料の一種），小麦，ヒ
マワリなど。トマトは村の総農業生産額の４割を占め，約２割のクミンがこれに続く。収穫さ
れたトマトの選別作業の風景を，第１図写真に示した。主に女性労働力が使われる。今後は，
利益率の大きいクミンの生産を村全体で増やしていく計画とのことである。
　村民の収入状況であるが，平均年収は約4,500元（約８万円，約700ドル）。所得格差は大きく，
年収１万元を超える農家が約１割，5,000～１万元の層が約６割，5,000元以下が約３割の分布
となっている。年収2,000元以下の極貧家庭が55世帯ある。貧困に陥っている家計は働き手が
不足の状態にあり，その理由として，（ⅰ）働き手の高齢化，（ⅱ）重篤であったり障害のある
家族がいる（例：第４表の農家B），（ⅲ）子供や老人の数が多く面倒を看る手間で働きに出る
時間がない，などが挙げられている。
　貧富の差の原因であるが，ここで述べた村外への出稼ぎの有無が決定的である。現実問題と
して，農業からの収入だけでは年収5,000元に届かない。病弱であったり，家族の世話で出稼ぎ
に出るチャンスに恵まれず，農業収入のみに依存している農家は，容易に経済的豊かさを得ら
れない。逆に，出稼ぎで高収入を得られている農家は，年収１万元を超えている（例：農家A）。
　村人口の約６割，主に男性が何らかの形で出稼ぎに従事している。建設現場の作業員が代表
的な職種である。出稼ぎ期間は様々で，蘭州や外省の大都市に長期間出かける者，原付バイク
やバスなどで景泰市街に日帰りで通勤している者など，職種も含めて様々な様態が報告されて
いる。女性は，村内の農場で農業生産に従事する者が多い。農作業の機械化が浸透しており，
農繁期に出稼ぎに出ていても収量にはほとんど影響を与えないとのことである。若者の多くは
最初から農業に従事せず，都市労働者として働き始める。景泰市街まで通勤できる近接性が，
第１図写真
村の特産品はトマトで女性労働力が
活用されている
第２図写真
舗装道路に打たれた刻印
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この村の経済的豊かさに大きく貢献していることが分かる。
　生活環境であるが，水道，電気は村全体にくまなく整備されている。村民は，水道水を沸か
して飲む。電気料金は，村民が負担可能なレベル（0.5元/KWL）に抑えられている。IHなど
を利用して電力で調理する富裕農家も村内に散在するとのことである。ただし大部分の農家は，
調理，暖房に薪や石炭を利用している。舗装路も，村の隅々までよく整備されている。それは，
第２図写真の路面上の刻印にあるように，この村が重点整備の対象となっている特殊事情と関
係している可能性がある。
　食生活について，主食は小麦から作られた麺類，副食としてジャガイモ，ナス，キュウリ，
キャベツなどの野菜がつく。豚，山羊，羊，鶏などの肉類を食す農家も多い。ただし肉は貴重
品であり，冬場に屠殺した豚や山羊１頭を，一年をかけて少しずつ食していく。冷蔵庫の無い
家庭が多いが，冬場には寒冷な気候が屋外での貯蔵（冷蔵）を可能にし，夏場にはそれを塩漬
けにして保たす。この村に限らず，景泰県農家に共通する興味深い特徴の一つは，食糧がほぼ
自給自足にある点である。一般的に農家は，ある程度の面積の農地を有し，そこで小麦やジャ
ガイモ，野菜類を育て，その一部を販売し，残りを自家消費として利用している。家畜類は，
第３図写真にあるように，盗難防止も兼ねて家屋のすぐ横で飼われている。次のⅣ節で詳しく
検討していくが，食糧自給が可能な点が，景泰県農村におけるBOPビジネスの可能性を広げ
る拠り所となっていくように思える（後述）。
　体の不調を訴える農民が少なくないという。多くの老人は，高血圧症，高血糖症に悩まされ
ている。他方，働き盛りの中年層は，関節炎，変形性関節症，椎間板ヘルニアなどの疾病にか
かるケースが多いという。前者は高齢によるもの，あるいは食生活に由来するもの，後者は，
農作業や建設作業による職業病的側面が強いが，乳製品をほとんど摂らないという食事内容も
反映しているものと思われる。村内には，基本的な診断設備と常備薬を完備した衛生所（保健
第３図写真
家畜は家の敷地内の畜舎で
飼われていることが多い
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所）が設置されている。高血圧などの薬は，国の補助などもあり安価に入手することができる。
　教育に関して，小学校は村に置かれており，自宅から通える距離にある。中学校は鎮にある
ために村から離れて寮生活となる。高校は県に，さらに進学するとなると蘭州や省外で生活す
ることとなる。進学につれて自宅外通学を余儀なくされる現状はいかんともし難く，中国の農
村に共通している不利な条件であるという。
　最後にこの村の衛生面について概観しよう。トイレは整備されているとの説明を受けたが，
実際は第４図写真にあるような屋外のくみ取り式である。屋内にトイレを置く習慣はないとの
答えであった。極寒の冬でも，屋外に用足しに出る。シャワーについては，一部に，第５図写
真にあるような太陽光温水シャワーを設置している裕福な農家が出現している。シャワー設備
を持たない家は，湯船にお湯をはり，タオルで身体を拭くなどして清潔さを保っている。いず
れも週に１，２度ペースで行っているとのことである。ゴミについては，村内の各所に回収拠
点があり，分別も含めて整然と行われている。村内に汚らしいゴミなどはほとんど見当たらず，
清潔さが保たれていた。回収されたゴミは，金属などを取り除いてそれをリサイクルに回した
上で，郊外のしかるべき場所に埋め立て処分される。
Ⅳ－2．趙家水村
　全村290世帯で，人口は1,060人。景泰県市街地まで車で１時間ほどかかり，通いの出稼ぎは
困難な距離にある。バス代も往復で30元を要するため，日帰りの出稼ぎは割に合わない。通勤
困難なため，働き盛りの世代の多くは子供を伴って都市部に長期滞在している。その結果，村
民の高齢化が著しい。人口構成は，60歳以上が４割，50代が２割と，50歳以上が過半数を占め
る。より良い教育環境の確保も動機の一つとなり，親の世代が子供を連れて都市部に居住して
就労しているからである。このような家族が全世帯帰村すれば，この村には200人ほどの小学
第５図写真
裕福な家庭は太陽光温水パネルで
暖かいシャワーをあびる
第４図写真
典型的な中国の田舎のトイレ
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生がいるはずだとの説明を受けた。現在，学童は30人ほどしか村に残っていないという。
　村民の収入状況であるが，平均年収は約4,000元（約７万円，約615ドル）。10,000元以上世帯
は10%しかおらず，4,000～10,000が10%，2,000～4,000が60%，2,000元以下が20%と，下位所得
層にやや偏りがある。主な産業はトウモロコシで，これにクコの実が続く。小麦やひまわりも
収穫されるが，主に自家消費に充てられる。農業だけで高収入は望めない。高収入農家は家畜
放牧業を営んでいるとのことで，山羊，豚が飼育されている。主な支出は，医療費，学費（仕
送りも含む），水光熱費やスマホ利用代金が上位３項目である。農産物の自家消費に助けられ，
食費が負担と感じている農家は少ない。
　村全体で高齢化が進んでいるために，体調不良が村全体に蔓延している。代表的な疾病とし
て，ヘルニア，リウマチ，骨粗しょうなどが挙げられた。肉体労働による職業病的な理由に加
え，この地域は牛乳を飲む機会や魚を食べる習慣がなく，カルシウム不足に由来する栄養学的
理由も関係している可能性がある。後者の対策の一つとして，学童には，学校給食の中で毎日
牛乳が配られているとのことである。村には衛生所が一軒あり，風邪や打撲などの日常的な体
調不良はここで対応可能である。より重篤な病は，10キロ先の鎮にある病院，もしくは50キロ
離れた県の総合病院まで出向く必要がある。
　生活インフラは，不便がない程度に整備されている。水道，電気は村内にくまなく行き渡り，
主要な道路は舗装されている。貧困家庭でも，電灯とテレビ，スマホはよく利用されている。
エアコンを設置している裕福な家もある。調理用の火や暖は薪や石炭を利用するが，お金に余
裕のある農家，農繁期で忙しく火をたきつける時間を節約したい農家などでは，IHを利用す
ることもあるという。
　衛生面への配慮はまちまちである。トイレに関しては，ほぼ全てが屋外のくみ取り式である。
排泄物は，集めて肥料として活用するらしい。裕福な家庭の一部では水洗トイレを導入してお
り，村に全部で５台あるとのことであった。しかし，訪問した家庭で実際に目撃することはな
かった。シャワーは，裕福な農家には太陽光温水シャワーが設置されている。そうでない家庭
でも，週に１度は水やタオルで汚れを取ることにしている。洗濯機は，自己購入，国から支給
されたものも含めて，設置している家庭は半数以上にのぼる。トイレ以外の面では衛生面に配
慮が行き届いているようである。
　ここまでの説明で明らかなように，この村の人々の生活の特徴は，先の八道泉村と基本的に
類似している。顕著な違いは２点ある。第一は，市街地から遠いために出稼ぎ機会が限られ，
村内に留まったままで高所得を得ることができる世帯の比率が少ないことである。第二に，同
じ理由から，村から都市部に移出してしまう若年世代が多く，村全体の高齢化が著しい。
Ⅳ－3．庙家庄
　我々がこの村を訪れた際には，村長的立場の取り纏め役が不在であった。そのため，一元的
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に村の現状の説明を受ける機会を得ることができなかった。以下で説明するこの村の特徴は，
我々の観察，および個々のインタビューで得た情報から総合的に判断したものである。
　この村は，我々が訪れた４村の中で最も貧しい村である。村民の年収分布などは把握できな
かったが，ここの村民が一様に貧しいことは一目瞭然であった。ここは典型的な過疎の村で，
朽ちた空き家がそこかしこに目立つ。世帯数はおそらく10件前後。夏でも冷涼な気候で，その
ために通常の小麦は育たず，ここで栽培されている小麦は寒さに強いハダカムギである。他の
主要農産物はグリンピースだが，両作物とも山羊のエサに使われる。山羊の販売が，ここの農
家の現金収入になる。この他，第６図写真のように周辺の空き地を利用して，白菜やジャガイ
モなども栽培されているが，これらは自家消費用に供せられる。
　基本的な食事は，小麦，ジャガイモ，人参，白菜など。野菜は自家栽培のものを食す。小麦
はここでは生産できないために，お金を払って外部から購入する。肉はほとんど食さない。自
分たちで食べるより，外部に販売して貨幣収入を得たいからとのことである。
　この村は，景泰県市街から50km以上離れた，標高の高い山の中腹にある。途中悪路という
こともあり，市街地からは車で片道２時間以上かかる。公共の交通機関は存在しており，片道
22元で景泰県まで行くことができるらしい。ただし，時間や便数の制約で日帰りは不可能であ
り，県に特別な所用がない限り利用されていない。近隣の小学校まで10kmの距離があり，幼
い小学生でもこの距離を歩いて通わなければならない。そのため，寮費を負担してまで敢えて
鎮や県の小学校に自宅外通学させる家庭もある。その場合の経済的負担は小さくない。
　このような奥地の寒村でも，電気とネットワーク通信が届いており，不自由なく使える。周
囲の道路も，道幅は細いが舗装が行き届いており，車でのアクセスに不自由はない。水道は設
営されておらず，近くの泉まで水を汲みに通わなくてはならない。
　トイレは，典型的な野外排泄が多い。くみ取り式は少ない。いくつかの農家のトイレは，囲
いもない平原や自然にできた，ただの溝であった。シャワーを持つ家庭は皆無である。寒冷地
第６図写真
冷涼な山間の村でも，自家消費用野菜を育てる
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のため汗をかかないからか，滅多に体を拭かないという。衛生面に無頓着な印象を持った。
Ⅳ－4．大橋村
　この村の世帯数は212で，人口は931人。景泰県市街地まで車で20～30分ほどの距離にあり，
日勤の出稼ぎ機会には事欠かない。村内に規模の大きいレンガ工場があり，ここで働く村民も
多い。このように，雇用・所得機会に恵まれており，村全体が裕福である。
　まず，村民の所得に関して，年収10万元（170万円）を超える高所得層もいる。２万元（34
万円）が村平均である。したがって村民の半数以上がBOP層より上位のMOP層に属する。た
だし2,500元以下の貧困農家も村内に14世帯ある。貧困にとどめ置かれる最大の理由は，働き
手の不在である。自宅近くの農場での農作業で手一杯なため，より高収入が見込める雇用機会
を活かせないからである。これは，最初の八道泉村でも説明された理由である。
　多くの農家は，自家消費用の農作業，主に小麦生産に従事している。余剰分は販売するが，
ほとんど収入にはならない。農業の中でも畜産業は比較的貨幣収入が多いとのことである。10
万元を超える所得の世帯はトラック輸送会社を経営していて，まれに帰省する程度であるが，
自家消費用の農地は家族で耕している。自分たちの食べるものは自分たちで作るという習慣が
徹底しているようである。
　裕福さを背景として，家電の普及率も高い。テレビ，冷蔵庫，洗濯機はほとんどの世帯で備
え付けられている。スマホは，中学生以上の大人全員にほぼ普及し尽くしているとのことであ
る。太陽光パネルを利用した温水シャワーも，村内で約50世帯に設営されている。県に近いの
で，そこの公共銭湯を利用する機会も多いらしい。
　このような裕福さに比較して，トイレは旧習のくみ取り式が健在である。ただし，村全体が
清潔に整備されているための，他の村のように道ばたの好きなところでの排泄はここでは禁止
されている。各戸が野外トイレを常備し，決められた場所で排泄するように義務付けられてい
る。
　この村でも，子弟の教育は経済的な負担となっている。小学校は村内にあり，2017年９月現
在52人が在籍している。市街地に間借りして村外の小学校に通っている小学生は７，８人に留
まる。理由は，親が市街地で住み込みで出稼ぎしているからであって，趙家水村のような否定
的な理由で村外の小学校を選択した訳ではない。それでも，中学校より上級の学校に進学する
には親元から離れて学寮などを利用しなければならず，中学生から専門学校・大学生を抱える
世帯の教育費の負担は甚大だという。
　以上，急ぎ足で４農村の特徴を概観してきた。いずれの村にもそれぞれ固有の特徴が存在す
る一方で，各村で共通する要素も観察される。後者の例では，例えば子弟の教育負担の問題や，
昔ながらのトイレ文化の存在などが挙げられよう。ここでの検証を踏まえ，以下の節では，我々
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が訪問した11戸の個々の農家を１つ１つ取り上げることはせず，全般のプロフィールを集約し，
その一般的な特徴からBOPビジネスへの展開を議論していきたい。
Ⅴ．BOPペナルティかBOPサープラスか
Ⅴ－1．BOPペナルティの概念をめぐって
　BOP層は生存ぎりぎりの貧困状態に置かれているとされる。個々の家計は購買力に欠ける。
そのため，BOP層を対象としたビジネスは成立しにくく，利益を追求する民間企業は，CSRな
どの非営利事業を除いてはこの分野への参入を躊躇するであろう。BOPビジネスは魅力的で
ない。我々が常識的に思い描くこの観念に，Prahaladは刮目すべき反論を提示した（Prahalad 
2010）。彼は，「BOP（貧困）ペナルティ」という概念を用いて，BOP層が購買力を潜在的に
保有していることを次のように説明している。
　貧困層は，途上国内といえども物価の高い環境で生活している傾向が非常に強い。
（中略）同じ経済状態のなかで，BOPの消費者と裕福な人々で生活コストに格差ができる理
由は，「非効率な販売網と地元の中間搾取業者により，貧困ペナルティを強いられている」
という事実だけで十分である。こうした問題は，組織化された民間企業がBOPの人々を「顧
客」に変える決断をすることで，簡単に解消される。（邦訳P.78-79）
　BOPペナルティが観察される分野として，Prahaladは，例えば水道水や消費者金融，食料
などを挙げている。これらの領域に社会的起業家の新規参入を促すことで，あるいはペナルテ
ィの原因となっている不効率性（インフラ不在など）を公的部門が除去することによって，
BOP層はこれまでのような過度に大きな支出を減らすことができるであろう。それによって
BOP層の購買力が解き放たれ，BOPビジネスが成立するという議論が展開される。BOPペナ
ルティが存在していること，そしてこれに消耗されている購買力を解放することが，BOPビ
ジネスが成立する大きな根拠となっている。
　しかしながら，このBOPペナルティという概念とその実在は非常にナイーブな議論である。
Karnani（2007）は，BOPペナルティが支配的である分野がごく限られていること，そして実
際にそこに参入した企業数はごく少数に過ぎず，しかも参入後の利潤が十分でないという事実
を指摘している。これが正しいとするならば，社会的起業家が次々と多様な分野に参入し，多
くのBOP層の購買力を全般的に解放してくれることを期待するのは現実的でないということ
になる。BOPペナルティからの購買力の解放が幻想に過ぎないのであるならば，BOP層の購
買力をどこに求めれば良いのか。その意味で，Karnaniの批判は本質的である。
　Karnaniの議論に加えて，我々は彼とは違った観点からBOPペナルティという概念に疑問を
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持つ。第一は，Karnaniの議論とも関連するが，BOPペナルティの解消には，外部者の参画を
待たなければならないとする非自発性の問題である。上述のようにPrahaladは，「こうした問
題（注：BOP層が高コストな生活を余儀なくされていること）は，組織化された民間企業が
BOPの人々を「顧客」に変える決断をすることで，簡単に解消される（Prahalad 2010，邦訳
P.79）。」と楽観視する。果たしてそうであろうか。構造的な貧困問題がそもそも「簡単に解消
される」という想定自体に検証の余地があるが，例えそれを認めるにしても，BOPペナルテ
ィの解消は，彼のロジックでは外部者の参画を待ってはじめて可能となる。その場合，BOP
層が自らの手で購買力を創出する契機にはなり得ない。しかも，先のKarnaniの批判と合わせ
るならば，民間企業の参画は十分には期待できないことになる。この推論を重ね合わせれば，
BOP層が自らのイニシアティブで貧困状態から抜け出すことは難しい。
　第二に，BOPペナルティの実在性の問題が指摘できる。Prahalad自身も，BOP層は高コス
トな生活を強いられている傾向が「非常に強い（原文ではall too often）」と記しているにすぎ
ない。つまり彼は，BOPペナルティが常に存在するものと断言していない。にもかかわらず
BOPペナルティの概念は一人歩きし，これを拠り所にBOP層はある程度の購買力を持つとい
う想定が行き渡っている。この際の論拠として，Prahaladが挙げたインド・ダラビの事例が常
に挙げられる。その一方で，BOPペナルティが世界の途上国内でどの程度広範に存在してい
るのか，それを詳しく定量的に検証した研究成果は寡聞にして聞かない。後段で説明するよう
に，少なくとも今回私たちが調査した中国農村では，BOPペナルティはほぼ存在していない。
基礎的なインフラが張り巡らされ，生活物資が比較的安価に入手できる地域では，BOPペナ
ルティは既に十分に圧縮されている。それは望ましいことに違いないのだが，BOPペナルテ
ィのロジックに立てば，このような地域で潜在的な購買力が捻出できる余地は乏しいというこ
とになってしまう。
　第三に，BOPペナルティの量的重要性を検証する必要がある。よしんばBOPペナルティの
解消によりBOP層が保有する購買力の一部が解き放たれたとしても，そもそも所得水準が低
いBOP層から捻出されるその額は大きいものではない。この少額を頼りにビジネス展開を期
待することは難しい。もちろん，BOPペナルティの解消がBOP層の厚生改善につながる意義
自体を否定するものではない。しかし，BOPペナルティがBOPビジネスを成立させるほどの
規模であるかどうかの定量的検証が求められる。
　上で述べたように，我々が調査で訪れた甘粛省景泰県農村において，そこの住民はBOPペ
ナルティが想定する世界とはおよそかけ離れたのびやかな生活を送っている。水や電気，通信
ネットワークもリーゾナブルな利用料金で供給され，舗装道路や公共交通もアクセス可能であ
る。品目や村のロケーションによって僅かな違いはあるが，日用品の価格も都市部の価格と大
きな違いはない。この状況では，BOPペナルティはほとんど存在していないことになる。こ
れに関連して，我々は注目すべき２つの事実を観察した。
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　第一に，現実問題として，一部の農民が経済的にかなり困窮している事実を指摘したい。し
かしそれは，BOPペナルティーが想定するケースとは異なる理由によるものである。困窮に
陥る典型的なケースは２つあった。一つは家族が重い病にかかってしまった場合，もう一つは
教育費の負担である。これらのリスクを，我々は「BOPトラップ」と名付けた。BOPビジネ
スの可能性を議論する上でこれらはより詳しく検討する必要があるものと考え，次節で改めて
取り上げることとする。
　第二点目として，我々が訪れた農村家計は，一般的にはかなりの購買力に恵まれている印象
を持った。各家計は，概して日々の生活に特段の不自由ない一定レベルの生活を送っている。
上で指摘したBOPトラップに陥っている家庭を除けば，全般的に比較的裕福な生活を享受し
ていた。大橋村の例を取り上げよう。その村では「中学生以上の大人は，ほぼ一人一台のスマ
ホを保有している（副村長談）。」とのことである。大橋村は市街地に近く，出稼ぎなどの農外
収入に恵まれた比較的豊かな村ではあるが，それでも，額面で表された各戸の年収以上に大き
な購買力を有していることが分かる。同様の傾向，すなわち名目上の年収以上に購買力が大き
いという傾向は，他の村でも一様に観察された。これはどのような理由によるものなのであろ
うか。
　その理由を，我々は食糧の自給自足率が高い点に求めた。各農家は例外なく自作農地を有し
ており，主にそこから穫れる作物を日々食しているため，食糧に関連する支出がほとんどかか
らない。それによって一定程度の金銭的余剰が発生しているのである。この余剰を，以下の本
論では「BOPサープラス」と呼ぶこととする。我々はこれを，BOP層購買力の根源として位
置付ける新たな枠組みの必要性を痛感した。以下では，項を改めてこの問題を検証する。
Ⅴ－2．BOPサープラスの発生
　家計支出に占める飲食費の割合をエンゲル係数と呼ぶ。所得の低い家計ほどこの係数が高く
なる傾向があることは広く知られている。したがって，低所得者層であるBOP層はこの係数
が一般に高くなる。この傾向を確認したものが，第５表である。この表から，低所得国は一般
にエンゲル係数が高くなる傾向が改めて確認される。さらに，当該国の国民平均とBOP層平
均を比較しても，平均所得の低い後者の方がこの係数が高くなることも確認される。エンゲル
　　　（2000年時点の数値）
国名 ウガンダ カンボジア バングラデシュ インド パキスタン インドネシア タイ 南アフリカ
一人当たりGDP
（名目USドル） 273.9 299.9 412.3 462.9 583.3 870.2 2,028.1 3,039.1
全国平均（%） 46.9 58.3 53.9 67.9 49.9 51.5 26.6 27.9
BOP平均（%） 49.9 63.4 54.7 70.5 50.1 52.5 37.0 43.0
（出所） 食糧支出比率データは、Hammond et al (2007) 巻末付表Ｂ より、抜粋
　　　　　一人当たりGDPデータは、IMF統計
第５表　食料費が家計支出に占める比率（抜粋）
60 関西大学商学論集　第62巻第４号（2018年３月）
係数に関する我々の理解と整合的である。
　注目すべき点は，そのエンゲル係数の大きさである。タイや南アフリカなどの比較的所得水
準の高い国々を除けば，表中の国々におけるBOP層平均のエンゲル係数はおよそ50%を超える。
つまり，BOP層支出の半分以上が食糧関連支出になっているということが分かる。もしこれ
を節約することができるのであれば，そこから捻出される購買力は相当に大きい。これが，我々
の言う「BOPサープラス」の着想である。我々が訪問調査した各農家は，おそらくこのよう
な環境に恵まれ，相応の購買力を獲得していたものと思われる。この事を明らかにするために，
個別農家の所得と支出の関係を具体的に見ていこう。
　この問題を検証するにあたって，調査対象で平均的と判断される２戸，ここではさしあたり，
農家Cと農家Kの収入と支出の状況にフォーカスする。平均的，の含意であるが，極端なBOP
トラップに陥っていないという点（ただし両農家とも教育費BOPトラップにやや苦しんでい
る），および所得水準が調査標本中，中位に位置している，という意味である。ちなみに，両
農家共にBOPの所得基準を満たしている。両農家の収入と支出の比較を第６表にまとめた。
なお，表および以下の数値は，いずれも年単位のものである。
　農家Cは，老夫婦と孫の３人暮らしである。子供達は独立し，出稼ぎのために街で生活して
いる。共稼ぎで子供の面倒を看られないため，この老夫婦に預けているという。小麦，トウモ
ロコシ栽培から得る農業収入が主で，変動はあるが7,000元ほどとのことである。自家消費用
の農作物生産も行っている。必要に応じて子供達から経済的支援もあるという。支出面で圧倒
的に大きな比率を占めるのが教育費（孫の幼稚園授業料）で6,400元。一方，他の支出は取る
に足らず，食糧費200元，スマホ360元，水光熱費800元程度である。ここに登場する食糧費は，
自前で調達できない肉や調味料の購入に充てる分だという。
　農家Kは，景泰県に近い裕福な大橋村にある。祖父母，夫婦，22歳の娘と19歳の息子の６人
家族である。子供達は進学のため村を離れて蘭州の学寮で生活している。主な収入は村にある
レンガ工場での作業で，他に果樹園も手伝う。しばしば街に出稼ぎに出る。年収は変動があり
１～２万元という。空き時間を利用して農作業も行っている。自家消費で余った小麦なども外
収入 支出
 農業収入 7,000元  食糧　200元
 スマホ　360元
 水光熱費　800元
 孫の幼稚園　6,400元
 10,000～20,000元  スマホ　360元
　　村内のレンガ工場で  水光熱費　800元
　　工場労働者として。  教育費　16,000元
　　農業は行っているが   (子供２人、自宅外)
　　自家消費分が主。
　　(販売しても安価)
（出所）　聞き取り調査に基づく
農
家
Ｃ
農
家
Ｋ
第６表　平均的農家の収入と支出内訳（主要なもの）
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販するが，価格が安くほとんど収入にならないとのことである。主な支出は，子供２人への教
育費（学寮費を含む）で16,000元。他の支出はずっと少額で，スマホ360元，水光熱費1800元，
雑費2,000元程度という。
　この２つの農家は，くり返しになるがBOP基準の所得レベルである。しかしながら，我々
が観察する限り，かなり恵まれた生活実態であった。スマホは各人が１台所有し，家内には液
晶テレビやIHヒーターも備えている。農家C，Kで，それぞれ年収7,000元（約12万円），１～
２万元（約17～34万円）の生活レベルには見えない。もちろん，年収を我々に過少申告してい
る可能性も否定できないが，彼らの説明による収入と支出のバランスはほぼ合致していてズレ
がない。この実態から得られる含意として，以下の３点を指摘したい。
　第一に着目すべきは，BOP層にとって食糧費を節約できることの経済的重大性である。こ
こで吟味した両農家に限らず，我々が訪問した全ての農家が自作地を保有し，そのことにより
一定程度の生活レベルを維持している。自作地で栽培された小麦，白菜などの農作物，ならび
に家畜の肉が確保されていることは，低所得者にとって何よりの「人間の安全保障」として作
用する（Sen 1981）。とりあえず食べていけることの生存的価値と精神的安定度は何ものにも
代え難い。経済的にみても，乏しい現金収入の中から食費を節約できることは，第５表から明
らかなように，そうでないケースに比べてざっと50%以上の購買力を解放することになる。少
なくとも我々の調査の文脈では，BOPペナルティよりはBOPサープラスの実在可能性の方が
より現実味を持つ。これをBOPビジネスにつなげることができるはずである。具体的なBOP
ビジネスのアイデアについては，第Ⅶ節で議論していきたい。
　第二に，ここで提唱するBOPサープラスという概念の限定性にも言及しておきたい。BOP
サープラスがもたらす購買力の解放は，飽くまで食糧生産が自力で可能な農村BOP層に限っ
て適用可能である。食糧生産から切り離されている都市BOP層は，食糧の確保を現金支出に
よって賄わなければならない。そこではBOPサープラスは発生しない。さらに言えば，本研
究の含意は，調査対象である中国の特殊事情に拠る部分も大きいと思われる。具体的には，通
信ネットワークの安価な使用料金，出稼ぎへの良好なアクセス，生活必需物資（水，電力など）
の安価な供給などは，低所得者層支援に手厚い中国の施策だからこその成果とも言える。そう
でなければ，BOPサープラスは発生せず，それこそBOPペナルティによって購買力が消耗さ
れてしまっていた可能性もある。そう言う意味で，BOPサープラスとBOPペナルティは相互
排他的な概念ではない。本研究プロジェクトの対象となった景泰県では，共にBOP層の購買
力拡大に結びついたと言える。その結果，名目所得水準に比較して裕福な生活レベルが達成さ
れていると結論付けられるであろう。
　第三に，両ケース共に，支出に占める教育費の割合が圧倒的に大きいことが目を引く。これ
は，この両農家に特殊的な状況ではなく，学童期の子弟を抱える農家はいずれも例外なく高い
教育支出が大きな経済的負担となっている。過剰なほどの教育熱は中国特有の現象とも言える
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が，それを工面しうるほどの購買力が担保されているのは，BOPサープラスの存在の証左と
も言える。教育費と同程度に支出比率の高い分野として，多くの農家にとって医療費が大きな
負担となっていることにも注目すべきである。
　現金収入の少ないBOP層にとって，教育費，医療費は突出して巨大な現金支出項目である。
それは，時には日常生活を破壊しかねないほどの不相応な負担になる。中でも医療費は，突発
的な発病など，不可抗力的な要素に左右される部分が大きい。この特徴から，我々はこの２つ
の分野に余儀なくされる甚大な支出をBOPトラップと名付けた。次節では，改めてその含意
を検証していく。
Ⅵ．２つのBOPトラップ
　我々が調査対象としているBOP農家の多くは，名目的な所得水準に比較してある程度余裕
のある生活を送ることができる環境に置かれていた。BOPサープラスの存在がそれを可能に
しているという仮説を前節で提示した。しかしながら，現実には，経済的に安定し平穏な生活
を送っている農家は必ずしも多くはなかった。BOPサープラスに恵まれていながらも，意図
しない落とし穴にはまって経済的に困窮することになっている農家が数多く存在していた。そ
の状況を，ここでは「BOPトラップ」と名付ける。トラップという呼び名には，以下の２つ
のうちのどちらかの含意がある。第一は，不可抗力的に予期せず災いが襲いかかり，経済的困
窮に陥ってしまったケース。第二は，将来の大きな収益の可能性に目を奪われ，分不相応な投
資から撤退できない罠にはまってしまったケースである。第一のケースは，家族内に重病人が
発生することで生活水準が著しく低下してしまう場合がそれに当たる。我々はこれを医療費
BOPトラップと名付ける。第二のケースは，教育費の過大な負担により日常生活が圧迫され
てしまう，いわば教育費BOPトラップと呼べるケースである。いずれも，我々の調査対象の
世帯で数多く観察された状況である。この二つのトラップは，悪循環的に日常生活を圧迫する
点では共通の性質を持つが，その経済学的含意は対称的である。これを明らかにするために，
以下ではこの２つトラップを区別して詳しく検証していきたい。
Ⅵ－1．医療費BOPトラップ
　これは，医療費の負担がBOP層に重くのしかかっているケースである。我々が調査した中
では，農家Bが典型的なこのトラップに陥っている。農家Bの長子は幼い頃から重篤な病にか
かり働くことができない。農業労働力として貢献できないばかりか，治療のための巨額の医療
費の負担が続いている。働き手の喪失と医療費支出の継続から，この家族は極貧状態の生活か
ら抜け出すことができない。そもそも突発的な病の襲来を防ぐことは，原理的に不可能である。
不幸にもこのトラップに陥ってしまった場合には，徹底した治療により病を完治させ，早く平
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常状態に戻るしか方途がない。しかしながら，所得の低いBOP層に本格的な治療を施すほど
の経済的余力はない。中途半端な対処療法的治療を続けざるを得ず，結果的に経済的困窮が続
く。自家消費で捻出したBOPサープラスは，BOPトラップの発生により消耗され，追加的な
購買力に結びつかない。
　医療費BOPトラップは，BOPサープラスの存在がもたらすBOPビジネスの可能性を著しく
欠損させる。医療費BOPトラップの厄介な点は，その裾野の広さにある。実際，我々の調査
対象である11農家のうち実に８農家が，多かれ少なかれ医療費BOPトラップに捕らわれてい
た。多くの農家は，高血圧，腰痛，ヘルニアなどの持病を抱えている。この治療のために，通
院や薬代などの医療費が日常的に支出されている。BOP層に広がる不健康状態の蔓延は，お
そらく，BOP状態であることによる栄養や衛生状態，労働環境などの劣悪な諸条件と関連し
ていよう。BOPビジネスの展開を考える上で，医療費BOPトラップの存在は大きな障害となる。
しかしながら，疾病に関する問題を，当該者の個人的な努力や工夫で克服するには限界がある。
予防接種や栄養管理教育，健康保険制度など，公衆衛生に関連する諸政策を体系的に整備し，
公的部門が積極的に問題解決に貢献することが望まれる。これについては，第Ⅷ節で議論する。
Ⅵ－2．教育費BOPトラップ
　我々が調査対象としたBOP家計全般の中で，医療費と並ぶ大きな支出項目は教育費であっ
た。質の高い教育機会を得るには，農村の子供たちは都市部に比べて著しく不利な環境に置か
れている。これを克服するには，少なくとも，追加的な教育費支出が必要とされる。中学，高
校，大学と，自宅を離れて生活するための寮費，下宿代などはその一例である。BOP層にと
って，これらは決して小さな支出ではない。
　教育サービスにかかる支出は，BOP層の所得水準に比較すると，工面不可能なほど割高な
水準である。例えば農家Cは，孫の幼稚園代に年収のほとんどを支出する。農家Ｊは，西安の
専門学校で学ぶ息子のために，年収を超えた仕送りを続ける。不足分は知人からの借金で賄う。
ところが興味深いことに，我々が調査した限りにおいて，低所得を理由に子弟の進学を断念し
た農家はいない。どの家庭も子供たちの進学を最優先し，全力でサポートする。
　高い教育熱は，おそらく中国に特殊的な現象なのであろう。なぜそうなのかという社会的・
教育学的考察はここでの課題ではない。ここで検証すべきは，この不相応に高い教育支出が
BOP層家計にもたらす，短期的，長期的インプリケーションである。
　進学する子弟をかかえるBOP層世帯は，短期的には大きな金銭的負担を抱える。貨幣収入
が乏しいBOP層世帯にとってこの支出は甚大であり，しばしば年収を超える支出水準が数年
間続くこともある。不足分は借入で賄わなければならない。その返済は将来にわたって続く。
BOP層世帯の購買力は，長期にわたって教育支出に圧迫され続ける。
　その一方で，長期的には，教育支出は人的資本の蓄積を促し，この逆のプラスの恩恵をもた
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らす。教育は社会的に有用となる技能やノウハウを身につけることを助ける。その結果，教育
を受けた子弟はより高い所得獲得能力を持つことになるであろう。教育の収益率は通常はプラ
スであることが期待できるので（Psacharopoulos & Woodhall 1986），この能力によって得ら
れる将来所得流列の現在価値は，教育の累積投資額を上回るはずである。この解釈は，分不相
応な教育支出をも厭わないBOP層行動と整合的である。平たく言えば，息子，娘が将来大き
く稼いでくれることを期待して，親は借金までして巨額の教育費を負担し続けるのである。
　しかしながら，教育の収益率は常にプラスであるとは限らない。そもそも収益率は事後的に
しか判明しない。つまり，教育を受けたからといって将来得られる所得がどの程度増大するか
は未確定なのである。ところが，親は自分の子供の可能性を信じ，それを伸長させるために教
育投資を惜しまない。この主観的な楽観主義の裏に，我々の言うトラップが潜む。
　一つの例が農家Eである。この家庭の一人娘は学業に秀でており，看護師の資格を取得する
ために蘭州の看護学校で学んだ。将来看護師として数年間奉仕する見返りに，授業料は免除さ
れていた。しかし彼女は医学のアカデミックな興味に目覚め，その契約を破棄して北京の大学
院に進学してしまった。契約破棄には授業料相当分の返還のペナルティがあり，農家Eはその
返済と北京の大学院で学ぶ娘への仕送りで，現状ではやりくりに窮している。教育の収益率は
初等教育で大きく，一般に高等教育に進むにつれて逓減していくことが知られているから
（Psacharopoulos & Patrinos 2004），学業期間を延長して得られる彼女の将来所得が，延長す
ることで増大した教育投資コスト総額を補いきれるかどうかは明らかでない。教育経済学の教
えるところでは，各人のタイプや能力に応じて，教育投資の収益を最大化させる最適な就学年
数が理論的に確定する（Becker 1975, Knight & Sabot 1990）。しかし当然ながら，最適投資水
準は事前には分からない。往往にして，子弟への過度の期待が合理的な判断を鈍らせ，教育へ
の過剰投資を続けることになる。そうでなければ，BOPサープラスの恩恵によりある程度の
生活レベルを享受できたはずが，過大な教育支出が彼らの生活を圧迫することになる。この現
象を我々は教育費BOPトラップと呼び，ここでその背景となっている構造の分析を試みた。
Ⅵ－3．BOPブレークスルー
　ここまで，BOPサープラスを奪い取る２つのBOPトラップの可能性を吟味した。この２つ
のBOPトラップ，すなわち医療費BOPトラップと教育費BOPトラップとでは，BOP層の将来
展望に関するインプリケーションが全く異なることに留意すべきである。医療費は多くの場合，
展望の乏しい後ろ向きの支出であるが，教育費は将来への投資と位置付けることができるから
である。医療費は，体調の回復，いわば旧状復帰に要するコストに過ぎないが，教育費は，個
人の能力をより高めることに充当される将来の可能性に向けた投資である。支出の性質が，両
者で全く対称的なのである。
　上では，教育の収益率がマイナスの可能性を持つ教育費BOPトラップのケースを紹介した。
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だが，実のところこのようなケースは我々の調査した農家の例では稀であった。教育投資は多
くの場合プラスの，しかも相当に大きなプラスの収益をもたらす。したがって短期的にはトラ
ップなのだが，その経済的犠牲は長期的には報われることが一般的である。典型的な事例として，
農家Fのケースを紹介しよう。
　農家Fの現在の年収は２万元ほどである。息子二人が同居しており，長男は建設工事現場監
督者，次男は資格を取ってフリーの水利測量業を営んでいる。それぞれの年収は２万元，10万
元であり，トータルするとかなり裕福な家計である。かつての苦しい生活から，脱BOPに成
功した典型例といえる。農家Fの家長は，小麦を主とする農業の傍ら，副業で近くの小学校の
契約職員を細々と続けてきた。息子２人は20年前に蘭州の専門学校で学んだが，二人分の寮費
300元/月，学費2,000元/年は相当な負担であったという＊１）。当時，本業である農業や副業か
らの収入はごく僅かであり，子供たちの教育費は借金で賄ったらしい。典型的な教育費BOP
トラップに陥っていたと言える。
　BOP層の社会問題解決のヒントが，農家Fの脱BOPの事例の中に示されているのではないだ
ろうか。ここで示唆されることは，脱BOPを可能にするルートとして，次世代の生産性を高
めることの重要性である。そのための教育投資を惜しむべきではない。農家Fはそれを実践し，
士業の資格を得た次男が今は一家の稼ぎ頭である。逆に言えば，BOP家庭が教育投資を惜しみ，
子弟の生産性が十分に高まらないままがむしゃらに働いても，その家庭のBOP状態は余り改
善しないであろう。BOP状態の根本的な解決には，より生産性を高めた労働力の部門間シフ
トが必要であり，その必要条件として人的資本の蓄積が求められる。世代が代わることにより，
当初BOP状態に置かれていた家計が，その状態から脱出するこのプロセスを，我々は「BOP
ブレークスルー」と呼ぶこととする。
　ここまでの議論から２つのインプリケーションが導かれる。第一は，教育費BOPトラップ
とBOPブレークスルーは表裏一体の関係にあるという点である。BOPブレークスルーは，必
ず教育費BOPトラップの段階を経る。教育費BOPトラップのまま終わるのか，それともそこ
からブレークスルーに至るのかは，当事者の努力次第である。我々の調査対象の中で数多く観
察された教育費BOPトラップは，将来，あの村々がBOPブレークスルーによって豊かになる
ための産みの苦しみなのかもしれない。
　第二は，BOP層の生活水準の改善に，次世代の生産性上昇の可能性を考慮に入れることの
重要性である。これには，世代間の資源配分の問題とも関連する。先ほどの農家Fの例で言えば，
BOPサープラスを子弟の教育投資に振り向けることで，この農家は将来の所得増を実現する
ことに成功した。BOPビジネス戦略に対するここからのインプリケーションは大きい。BOP
ビジネスは，これまで，長期の時間軸という次元を加えたビジネス戦略を十分に考慮していな
＊１）20年前の物価水準は現在よりかなり低く，この額面でも相当に大きな負担であったとのことである。
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い。BOP層が現時点で保有する僅かな購買力を頼みとしてBOPビジネスを展開するのか。そ
れとも，不確実性のリスクは伴うものの，彼らの将来所得をビジネスの収益の源泉とするのか。
後者の実現を助け，そこからの収益確保の工夫を効果的にビジネスモデルに取り入れることに
成功すれば，BOPビジネスの可能性がより広がるであろう。BOPブレークスルーの視点なく
して，この展望を持つことは難しいものと思われる。
Ⅶ．BOPビジネスの可能性
　BOPサープラスの存在により，我々が調査対象としている農家の多くで，一定程度の購買
力が担保されている可能性が示唆された。このことにより，当地にてBOPビジネス展開の可
能性が見出せる。オープンエンド型アプローチに基づくインタビュー言説の行間や参与観察か
らの発見から，以下の本節では潜在的需要が隠れていると思われる新製品のアイデアを４件提
示する。
　それに先立ち，我々が考案した４つのBOPビジネスを，第Ⅱ-3節のBOPビジネスの類型に
従って分類する。（１）～（３）はOUT-IN型BOPビジネスに，（４）はIN-OUT型に分類され
よう。今回，autonomous型ビジネスのアイデアは得られなかった。地場の企業家精神を強く
感じ取ることができなかったことが，その大きな理由である。一般に，BOP層は経済的困窮
に喘いでいても現状変革意識に乏しく，リスクを取ってそれを打破しようとする発想には至り
にくい。地場で起業家が簇生し，周囲のBOP層を対象に社会的ビジネスを立ち上げる機運は
どうしても乏しいように思われる。以下の（３）トイレの事例で示すように，現状の問題点を
認識しつつも変化を望まない姿勢を示す人々が多いことから，BOPビジネスの成立にはかな
りの突破力が必要とされよう。これが生じうるとすれば，それは，地場コミュニティー内部よ
りも都市部で教育を受けた若者が地元に帰還し，周囲を鼓舞する迂回的な役割が必要となろう。
その意味でも，BOPブレークスルーの可能性を潜在した教育投資の役割の重要性が再認識さ
れる。
　このような事情により，煩雑さと議論の逸脱を避けるために，autonomous型ビジネスの可
能性は機会を改めて議論することとし，以下では，OUT-IN型，IN-OUT型ビジネスの展開可
能性に限定して，我々のアイデアを紹介していく。
①　農業機械
　農業機械類は，代表的なBOPビジネスの一つとされている。灌漑用ポンプのキック・スタ
ートや，ヤマハの灌漑施設などがよく知られた例である（野村総合研究所　2010，Caneque 
& Hart 2015）。いずれも初期投資コストはかかるが，農機の導入で農業生産性を高め，そこ
から得られた収益で減価償却を行えば，長期的にBOP層の所得向上が期待できる。
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　このような伝統的なBOPビジネスに敢えてここで着目した理由は，中国という文脈が大き
く関係している。我々の調査でも明らかになったように，比較的豊かな農家は，出稼ぎ収入機
会に恵まれた農家である。農業に比較して，圧倒的に大きな貨幣収入が得られているからであ
る。家族メンバーの一部を農作業の役務から解放し，報酬を得るため都市部への出稼ぎに向か
わせるには，農業機械導入による省力化，生産性上昇が不可欠である。農機への初期投資コス
トを，出稼ぎによる貨幣収入からある程度の時間をかけて償還していくことは，さほど困難で
はないはずである。
　ただし，ここではいくつかの留保条件がある。第一に，具体的にどのような農業機械を導入
すべきか，という問題である。中国農村は，農業機械の個人所有が浸透しておらず，刈り取り
などの農作業は専門の委託業者が行うケースが多い（クララオンライン　2017）。ここに敢え
て農業機械を導入する余地があるのかどうか，あるとすればどのような農業機械の導入が効果
的なのかを検証しなければならない。残念ながら本調査の限られた時間の中でそれを明らかに
することはできなかった。ここでは，農機の導入による省力化で余剰労働力を捻出し，これを
出稼ぎ労働に振り向けて貨幣所得の増大を図る，という大まかなアイデアの提示にとどめざる
を得ない。第二に，省力化可能な程度の問題がある。中国農村の各戸では，小型の農業機械が
既にかなり普及している事実に留意すべきであろう。第７図写真は，農家Bが保有する三輪自
動車である。収穫物や薪となる木材の運搬に使われていたものである。農家Bは，我々の調査
対象の中でもとりわけ極貧世帯であったことを想起して欲しい。おそらく，家庭内労働力の不
足と高齢化により，このような農機を導入しなければ農業生産そのものが進まない切迫した状
況に追い込まれていたと想像される。やむを得ない事情はあったにしても，年収2,700元に過
ぎない極貧の農家ですら農業機械が導入されているのである＊２）。ここから，中国の農村では，
農機の導入がかなりの程度進んでいると予想できる。これに追加導入される農業機械で，どの
＊２）農家Bは障害者を抱えた極貧家庭のため，農業機械の購入にあたって国からの補助があったという。
第７図写真
最貧困の農家でも，重労働回避のため何らかの農機具を保有している
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程度省力化の効果が発揮されるか，詳しく検討する必要があろう。最後に，このBOPビジネ
スの成立は，外部の経済環境に大きく依存しているという点である。就業機会が外部に準備さ
れていなければならないからである。都市部まで出稼ぎに出向き，所得機会が確保できること
がこのビジネスの前提となっている。景気が冷え込み，例えば建設労働の需要が縮小すれば，
雇用機会の確保が難しくなる。就業機会に恵まれない場合，省力化のために導入した農業機械
のローンだけが残って返済負担が重くのしかかり，農機BOPトラップとも言うべき経済的苦
境に陥るおそれがある。
　このような留意点に注意しつつも，効果的な導入方法を見極めれば，農業機械BOPビジネ
スは有望な分野の一つとされよう。
②　学習教材
　農村BOP層は，都市住民に比較して，子弟の教育の面で大きなハンディを背負っている。
教員や学校の質，減少する学生数，遠距離通学のロス，教材や文具などの未整備，進学した場
合の寮費の負担など，いわば教育の農村ペナルティとも呼ぶべき不利な条件下に置かれている。
しかし視点を変えれば，ここにBOPビジネスが成立する機会がある。前節でも検討したように，
我々が調査対象としたBOP層は例外なく教育への投資を惜しまない。我々はそこにBOPブレ
ークスルーの展望を見出したのだが，この実現を後押しするBOPビジネスの展開は，広く受
け入れられる可能性が高いものと考える。
　実現可能性の高いビジネス展開の一つとして，我々はネット通信教育を提唱したい。農村
BOP層は，上で述べたような農村特有の教育問題に直面する。このビジネスは，その中でも
良質な学習教材の提供に寄与するものである。同じ教材が全国に渡って提供されることになる
ため，農村教育ペナルティはこの面では緩和されるであろう。個別学力差の問題が残るが，入
門編から応用編まで段階的なレベルの教材を準備することで，この問題はかなりの程度回避で
きる。この教材を利用することで，潜在的に能力の高い子弟の才能が開花し，人的資本の蓄積
が進むであろう。これは，私的，社会的収益を高めることにつながるはずである。
　しかもこのビジネスの展開において，ハード面での障害は小さい。これまで本論で繰り返し
述べたように，BOP層でもスマホの普及率は著しく高い。これを利用すれば，ネット教材へ
のアクセスは容易である。しかも，通信ネットワークのインフラは，街から遠く離れた，例え
ば庙家庄のような寒村にまでくまなく行き渡っている。ハード面での課題はほぼ克服されてい
るとみて良い。
　このビジネスの最大の課題は，収益を確保できるビジネスモデルをいかに確立するかにある。
つまり，どのようにして教育サービス提供企業が正当な利益を得る仕組みを構築するか，とい
った問題が残る。教育の公共財的側面を強調し，国や地方自治政府の予算でこのような教材を
無償で提供する，という方法も考えられなくはない。しかし，これはBOPビジネスではない。
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例えば，何らかの政治的な判断でサービスが打ち切られる場合には，それに従わざるを得ない。
これに対して，市場ベースでのビジネス展開であれば，収益により継続性が一定程度保証され
る。一定レベルの利益が民間企業の参入と事業の継続性，発展性（教材のより良い改良など）
を保証するからである。このような可能性をにらんだビジネスモデルの構築が求められる。
③　トイレ
　WHOのデータによれば，中国地方部におけるトイレ普及率は63.7%と報告されている＊３）。
しかしこれは地方でも市街地を含んだデータであり，農村部のこの数値はこれより大きく低下
する。事実，我々が現地調査に訪れた村々で，屋内に衛生的なトイレを持つ家は一軒（大橋村
の副村長宅）だけであった。他は全て，トイレを持たないか（つまり完全な野外排泄），屋外
にトイレ設備らしきものはあるものの囲みの下は垂れ流し，という形式のいずれかであった。
第４図写真は，八道泉村役場横に設置されていたトイレであるが，囲いの向こうは完全な垂れ
流しである。このように仕切りのあるトイレは近辺の村々ではまだ高級な部類で，老若男女問
わず，ちょっとしたくぼみで用足し，というのも珍しくない。
　野外排泄は，公序良俗の観点からだけでなく，衛生上の観点からも好ましくない。第一に，
家畜の糞尿の臭いと混じりながらも，人間の排泄物の悪臭が村全体に立ちこめている。第二に，
糞尿は雨水で流され，村の溜池に流れ込むが，この水を飲料として利用している家庭も多い。
庙家庄のように水道が敷設されていない山間部の村では，村人全員がこのような水を飲料する。
疫病が発生した場合には，村全体に感染のおそれがある。寄生虫が蔓延する可能性もある。
　このような公衆衛生上の危惧に加え，野外排泄は日常の生活にも不都合を生じさせる。イン
タビューによれば，厳冬の時期であっても，寒さに震えながら屋外で用便をたすとのことであ
る。夜分の用足しには，誤って誰かの糞尿を踏みつけたりすることもあるという。糞尿は，時
間をかけて有機分解させて良質な自然肥料になりうるが，垂れ流しではそのような管理も行き
届かない。このような不便さを考えると，この地域のトイレ事情には改善の余地があるはずで
ある。ここに，BOPビジネスの成立する余地があると考え，調査途中からこの発想を抱いた我々
は，調査中盤からトイレに関連する質問項目を組み込んだ。
　具体的には，いくつかの農家に対して，試みに「屋内に（乳幼児が使用する）おまるのよう
なトイレを持ち込むと便利ではありませんか」との質問を投げかける機会を作った。この質問
に対して，興味深いことに全ての農家が完全に否定的な反応を示した。
　　「今で十分。必要性を感じない。」
　　「トイレはそのようなもの（注：外でするもの）だと思っている。」
　　「屋内に臭いが充満するし，こぼしたりしたら不衛生である。」
　　「溜まった糞尿を屋外に捨てに行かなければならないのなら，どちらも同じだ。」
＊３）2015年の数字。ここでは，地方人口に対する衛生的なトイレ設備利用者の比率を普及率としている。
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　　「ポリ袋などの維持費がかかりそうだ。野外での用足しならお金がかからない。」
　　「おまるが無料で試供されれば使うかもしれないが，有料であれば興味は無い。」
など，否定的な見解は様々であった。外部者には不衛生で不合理な旧習に見えても，当事者に
とっては生まれながらに染みついた当たり前の慣習である。これを変えていくには，よほど説
得的な根拠か，何らかのインセンティブが必要である。その上で，トイレBOPビジネスを展
開していかなければならない。
　我々はトイレBOPビジネスを特に有望と考え，旧習の打破につながるこのビジネス戦略を
あれこれ議論した。母屋につながる室内トイレを本格建設することは，導入段階では現実的で
ない。そこで，具体的なトイレの形として，まずは，質問にあったような大人版おまるの導入
を考えた。これを屋内の外廊の端に置く。暖房のある居間から離れている外廊は冬期には寒い
が，それでも直接外気に触れる屋外で用足しをするよりは快適なはずである。おまるにも工夫
が必要である。例えば，しっかりとしたフタが付属しており，悪臭を内部に閉じこめておける
ようにする。排泄物タンクはそのフタをしたまま取り外し可能で取っ手がついており，外部に
捨てに行きやすい構造にする。他にも，地域のニーズを考慮した特別なカスタマイズが必要と
されよう。
　このような大人版おまるを使ったトイレBOPビジネスの戦略展開として，いつくかの可能
性が頭に浮かんだ。第一は，おまるの無料試供である。おまるの便利さを理解してもらうには，
口頭で説明するよりも実際に使ってもらうことの方が直接的に訴求する。無償試供の見返りと
して，プロトタイプで改良すべき点のフィードバックを依頼する。無償試供であれば利用して
も良いという農家が実際に存在しているのだから，そのような農家は協力してくれるはずであ
る。寒空の下，普段通り野外排泄に出る手前でおまるがあることに気がつき，屋内でのトイレ
の快適さを実感できるかもしれない。このような便利さが周囲に口コミで広がり，本格的な導
入につながる可能性が展望できるのではないか。第二は，大人版おまるの付加価値を高めるこ
とである。具体例の一つとしては，排泄物タンクに，有機発酵を促進する酵素が添加可能な機
能を取り入れる，などのアイデアがある。おまるに集められた排泄物は，酵素の作用により無
臭かつ分解が早まり，しかも通常よりも養分に富む肥料として活用可能なものになるようにす
る。排泄物が分散する野外トイレでは，同じことを真似ようとしても不可能である。おまるを
利用するインセンティブとして作用するであろう。
　トイレBOPビジネスの展開には，近年，強力な追い風が吹いている。中国では2015年から，
習近平国家主席の強力な指示の下，清潔なトイレを設置する計画が進行している＊４）。観光地
＊４）日本経済新聞の以下の報道による。「トイレ革命」は中国にとどまらず，トイレ後進国として悪名高い
インドなどでも盛んに導入が検討されている。
　https://www.nikkei.com/article/DGXMZO23944360X21C17A1FF1000/
　https://www.nikkei.com/article/DGXKZO24467140Q7A211C1MM8000/
　https://www.nikkei.com/article/DGKKZO26367910R30C18A1EAC000/
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を中心に整備が進み，17年末時点で目標を大きく上回る68,000カ所のトイレが改修・新設され
たと伝えられている。習氏は17年11月，この運動を農村部にも広げるよう改めて指示したとさ
れており，野外排泄が当たり前であった中国の習慣が修正されていく可能性がある。この最近
の運動は「トイレ革命」と呼ばれているが，逆に言えば，革命と呼ばれるほど旧習を覆すこと
の困難性が改めて確認される。国家の号令で人々の長年の行動が簡単に変更されるとは思えな
いが，少なくともこれまでの野外排泄の習慣が称賛されるべきものではないと言う意識を植え
付ける一助になろう。トイレBOPビジネスは，工夫の仕方で中国全土に，さらには同様の課
題を抱える途上国全体に展開しうる発展可能性を秘めている。
④　クコの実輸出
　クコの実は，中国西北部の特産品の一つである。我々の調査地景泰県でも，郊外，特に少数
民族居住地域で広大なクコ畑を数多く見かけた。クコの実は，中華料理のデザートの杏仁豆腐
などにトッピングされている小さな赤い実として，日本でもよく知られている。これは抗酸化
効果が高く，ビタミンやミネラルも豊富で滋養強壮の効能もあり，健康食品として非常に優れ
た果実の一つとされている。そこで，このクコの実を健康志向の強い海外消費者に販売する，
というIN-OUT型BOPビジネスをここで提唱したい。クコの実ビジネスは，収穫や洗浄作業な
どが労働集約的である。そのため，このビジネスが軌道に乗れば，景泰県の中でも経済的に恵
まれていない少数民族居住地域で雇用と所得が創出されるであろう。
　ところで我々が通常口にするのは，乾燥されたクコの実である。クコは収穫後数日で劣化し
てしまうために，遠方への輸送は乾燥させて保存性を高めなければならないからである。もち
ろん，乾燥クコの実を輸出しても良いのだが，それでは既製品と差別化されず販売増は期待で
きないであろう。
　そこで，より高い付加価値をつけつつ，既製品との競争に打ち勝つ手段として，クコの実を
生のまま輸出するという戦略は考えられないだろうか。現地で，たまたま乾燥される前の生の
クコの実を食す機会に恵まれたが，ざくろを濃厚にしたような美味にあふれていた。栄養学的
にも生食のほうが優れているという。搾ってジュースなどにしても良いかもしれない。美味し
さと高栄養価で，クコの実の一大ブームが巻き起こるはずである。
　生クコの実BOPビジネスを成功させるには，先端技術を持つ食品加工メーカーの協力が不
可欠である。生の実を劣化させずに鮮度を保つ加工技術は，おそらく地場企業では提供できな
いであろう。海外での効果的なマーケティング活動も必要とされる。これらの必要要素を考え
合わせると，先進国の多国籍企業がこのビジネスの中心に登場する必要があるのではないか。
鮮度維持確保のための技術的な問題に加え，このビジネスモデルを誰が主体となって構築して
いくのか，課題は残る。しかしながらこれが，大きな飛躍の可能性を秘めているビジネス・シ
ーズであることは疑いない。
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Ⅷ．政府の役割（おわりに代えて）
　本論考を閉じるにあたり，本論で明示的に取り上げなかった重要なポイント，すなわちBOP
ビジネスにおける政府の役割について，改めて検討する必要があるように思える。
　BOPビジネスにおける政府の役割は，アンビバレントな位置付けである。一方では，民間
企業がBOP向けに提供する財・サービスの発注元，すなわちスポンサーとしての位置付け，
ならびに具体的な開発目標に向かって手を携えるパートナーとして，欠くべからざる役割が強
調されてきた。その一方で，政治的バイアスや官僚主義などの悪影響を回避するため，政府に
はなるべく依存しないビジネス戦略を構築すべきとする主張も聞かれる（Hart 2005）。これら
の議論はいずれも，政府と手を携えるべきか，それとも袂を分かつべきかという二分法的な発
想に響く。これに対して，我々の現地調査からの知見は，これらのスタンスとはやや違ったも
のになった。我々は，BOP層の暮らし向きを左右する政府の役割の圧倒的な重要性を認識した。
その威力の前では，民間企業が行うBOPビジネスの貢献は限定的である。以下，２つの次元
からこれを論じたい。
　政府の役割の教科書的な解釈は，市場の失敗の補完といった市場メカニズムの機能をサポー
トする役割である。BOPビジネスにおいても基本的にはこの原則が当てはまる。教育制度の
拡充，公共財の供給は，BOPビジネス用語でいうところのBOPペナルティ解消につながる。
これがBOP層の購買力を解放し，BOPビジネスを通じて彼らの生活レベルの向上に寄与する
可能性を広げることとなる。医療費BOPトラップのところで見てきたように，景泰県農村の
場合，政府の役割で今後重要となるのは，住民の健康管理である。この役割も，政府のような
公的機関でなければ担えない。いずれにしても，政府は前面に立ち現れない。飽くまで裏方に
徹する。このおかげで，水道や電力が網羅され，山奥であってもスマホの電波が届き，健康面
でも不安の残らない人間らしい生活を送ることが保障されている。そうでなければ，BOPサ
ープラスは捻出されずに，BOPビジネスは立ち行かなくなる。この機能を円滑に達成するこ
とが，政府に求められる第一の基本的な役割である。
　次に，単発的ではあるが，低所得者層に対するより直接的なサポートを推進できるのも政府
である。いわゆる大規模開発政策が，典型的なこれに当たる。もちろん，いわゆる「政府の失
敗」が問題視されることがあるように，これが常に成功するとは限らない。しかし，我々の調
査地景泰県では，このような政府の圧倒的な役割をまざまざと見せつけられることとなった。
それは，第Ⅳ節でも詳述した景電工程の遂行と，それに続く移民政策の推進である。我々がイ
ンタビューでしばしば耳にした定句は，「昔は極貧だった。しかし，こちらに移住してから
は，，，。」という低所得者層に対する移民政策の成功である。このような長期間にわたる大規模
開発は，政府主導でなければ実現可能ではない。これにより乾燥地が果樹園や牧草地に生まれ
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変わり，莫大な富を生み出すようになった。これに比べれば，BOPビジネスでできることに
は限界があると言えよう。政府と民間企業のそれぞれに優位性はどこにあり，BOP層の生活
水準向上にそれぞれがどう貢献していくことができるのか，その真剣な議論が待たれよう。
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